
F 通常取引不適格先

法定名称 群光****有限公司

【RM格付】

Ｃ
【RM格付定義】

支払能力が非常に高い

格付 定義

A

D 将来の支払い能力に懸念がある

支払能力は中程度

G 判断不能先（金融機関等）

E 支払能力に懸念がある

B 支払能力が高い

C

安全性
評価 内容

【財務評価】 ※★★★★★★（良い）～★（悪い）にて表示しています。★が表示されない項目は評価対象外です。

☆ ☆ ☆ ☆ ☆
自己資本÷総資産

借入依存度 ★ ★ ★ ★ ★

自己資本比率 ★ ★ ★ ★

借入金÷総資産

借入返済年数 ★ ★ ★ ★ ★ 借入金÷税引前純利益

流動性
評価 内容

流動比率 ★ ★ ★ 流動資産÷流動負債

☆ ☆

現預金回転期間 ★ 現預金÷月商

当座比率 ★ ★ ★ 当座資産÷流動負債

収益性
評価 内容

☆ ☆ ☆ ☆

売上高純利益率 ★ ★ ★ ★ ★ 当期純利益÷売上高

売上高営業利益率 ★ ★ ★ 営業利益÷売上高

ＲＯA（総資産利益率） ★ ★ ★ 当期純利益÷総資産

成長性・
事業規模

評価 内容

売上高増減率 ★ ★ ★ 当期売上高÷前期売上高

☆ ☆ ☆ ☆

売上高規模 ★ ★ ★ ★ ★ ★ 当期売上高

営業利益率増減 ★ ★ ★ ★

資産・
資本効率

評価 内容
☆ ☆ ☆

当期営業利益率－前期営業利益率

売掛債権回転期間 ★ ★ 売掛債権÷月商

棚卸資産回転期間 ★ ★ ★ 棚卸資産÷月商

【定性評価】

総資産回転率 ★ ★ ★ ★ 売上高÷総資産

定性評価
評価 内容

☆ ☆ ☆ ☆
★ 業歴

株主資本力 ★ ★ ★ 株主の資本規模

業歴 ★ ★ ★ ★ ★

組織の管理体制

業界地位 ★ ★ ★ 業界ポジション、動向

管理体制 ★ ★ ★

公共機関からの情報公共信用力 ★ ★ ★

製品の品質、種類

決済状況 ★ ★ ★ サプライヤー、販売先からの評価

製品力 ★ ★ ★ ★ ★

その他の第三者情報周辺情報 ★ ★ ★
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一、 レポート概要 

基本情報 

中文名称 群光＊＊＊＊有限公司 英文名称 -- 

住所 呉江******区****23**号 登録場所 呉江******区****23**号 

電  話 1*********9 ホームページ www. sample**1234.com.cn 

 

レポート概要 

統一信用コード 12***************X 営業総収入 3,8**, ***千元 (2016 年) 

登録日 2001 年**月**日 利益総額 17*, ***千元 (2016 年) 

企業形態 有限責任会社（外国法人独資） 資産合計 2,9**, ***千元 (2016/12/31) 

法定代表人 許** 所有者権益 1,6**, ***千元 (2016/12/31) 

登録資本金  21, *** 千元 社員人数 9, *** 人ぐらい 

貨幣種類 ドル USD 企業規模 大型 

主要業務 主にパソコンキーボード、カメ

ラ、電源などの製品の生産・販

売業務に従事する。 

発展状態 下向き 

 

分析評価 

主要指標 採点説明 主要指標 採点説明 

基本情報 69.00  信用スコア 60.45 

信用情報 52.80  リスクレベル CR4 

その他情報 60.00  営業停止確率 1.20% 
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綜合採点表 

評価要素 要素説明 
非常に劣

る 
劣る 普通 

やや優れ

ている 

優れてい

る 

基本な商業情

報 

企業歴史         ● 

企業形態     ●     

企業規模         ● 

業界状況     ●     

組織管理レベ

ル 

組織管理     ●     

株主背景     ●     

関連関係       ●   

業務経営情報 
業務規模         ● 

製品販売       ●   

営業財務情報 

返済能力       ●   

営業能力   ●       

収益能力   ●       

発展能力     ●     

公共信用情報 
入金出金能力     ●     

公共情報     ●     

ほかの補充情

報 
第三者補充     ●     

            

Score 綜合評価    ●     

 



                             

--------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------------- 

本レポートは業務上の業意思決定の参考用に限り、訴訟の根拠には利用できません。本レポートの使用で発

生した結果に対して、弊社は一切責任を負いません。本レポートの内容を第三者に開示してはなりません。 

 

3 

二、企業基本状況 

連絡情報 

中文名称 群光＊＊＊＊有限公司 

元中文名称 -- 

英文名称 -- 

住所 呉江******区****23**号 

郵便番号 2******0 

電  話 0***********8 

ファックス 0***********8 

 

登録情報 

統一信用コード 12***************X 

登録名称 群光****有限公司 

登録場所 呉江******区****23**号 

設立時間 2001 年**月**日 

企業形態 有限責任会社（外国法人独資） 

登録資本金 21, *** 千元 

貨幣種類 ドル USD 

法定代表人 許** 

法定経営範囲 電子専用機器、新型コンピューター外部機器（キーボード及び関係輸入

装置）、高性能電源、変圧器、デジタルカメラ、カメラ、マウス及びブロ

ードバンドネットワークアクセス通信システム機器及び関係部品の生

産；本会社自社生産製品の販売。（法により許可が必要な項目、関連部門

の許可を取得した後で経営） 

経営期限 2051 年 10 月 25 日まで 

登記機関 蘇州市**区市場監督管理局 
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その他情報 

業界分類 4043: コンピューター外部機器の製造 

輸出入ライセンス 有 

 

設立背景 

当該企業は 2001 年**月**日に成立され、有限責任会社(外国法人独資)である。 

 

発展歴史 

当該企業は 2001 年に成立され、16 年の歴史がある。 

 

変更情報 

2005 年 11 月、企業経営範囲は電子専用機器の生産：新型コンピューター外部機器（キーボード）、

高性能電源、変圧器など；デジタルカメラ、カメラ及び外部機器；ブロードバンドネットワーク

アクセス通信システム機器；本会社自社生産製品の販売を電子専用機器の生産：新型コンピュー

ター外部機器（キーボード及び関係輸入装置）、高性能電源、変圧器；デジタルカメラ、カメラ

及びブロードバンドネットワークアクセス通信システム機器及び関係部品；本会社自社生産製品

の販売に変更する。登録住所は蘇州省**市*******3**号を江蘇省**市*******23**号に変更した。 

2012 年 11 月、企業経営範囲は電子専用機器、新型コンピューター外部機器（キーボード及び関

係輸入装置）、高性能電源、変圧器、デジカメカメラ、カメラ、ブロードバンドネットワークア

クセス通信システム機器及び関係部品の生産；本会社自社生産製品の販売を電子専用機器、新型

コンピューター外部機器（キーボード及び関係輸入装置）、高性能電源、変圧器、デジタルカメ

ラ、カメラ、マウス及びブロードバンドネットワークアクセス通信システム機器及び関係部品の

生産；本会社自社生産製品の販売に変更した。 

2013 年 1 月、企業登録住所は江蘇省**市*******23**号を********区****23**号に変更した。 

公式ルートの調査によると、当該企業経営範囲は最終的には電子専用機器、新型コンピューター

外部機器（キーボード及び関係入力装置）、高性能電源、変圧器、デジタルカメラ、カメラ、マ

ウス及びブロードバンドネットワークアクセス通信システム機器及び関係部品の生産；本会社自
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社生産製品の販売。（法により許可が必要な項目、関連部門の許可を取得した後で経営）に変更

した、詳細変更時間及び変更前情報は未だ関係部門に登録してない。 

 

重要事件 

-- 

三、財務状況 

企業資産負債表(単位: 千元) 

日付 2015/12/31 2016/12/31 

流動資産:   

    現金 24, *** 59, *** 

    受取手形 14, *** 2** 

    売掛金 1,0**, ** 1,2**, *** 

    前払金 2,5** ** 

    受取利息 1** 7** 

    その他売掛金 80, *** 14*, *** 

    在庫 49*, *** 51*, *** 

    その他流動資産 1, *** 5** 

流動資産合計 1,6**, *** 1,9**, *** 

非流動資産:   

    固定資産純額 97*, *** 91*, *** 

    建設中工事 29, *** 24, *** 

    無形資産 37, *** 36, *** 

   長期未分配費用（繰延資産） 13, *** 8,5** 

    繰延税金資産 1,0** 9** 

非流動資産合計 1,0**, *** 98*, *** 

資産合計 2,7**, *** 2,9**, *** 
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流動負債   

    買掛金 1,0**, *** 1,1**, *** 

    前受金 38, *** 8** 

    未払従業員の給料 39, *** 40, *** 

    支払税金 -1,9** -12, *** 

    その他買掛金 54, *** 98, *** 

    未払費用 19, *** 20, *** 

    その他流動負債 6,6** 6,3** 

流動負債合計 1,2**, *** 1,3**, *** 

非流動負債合計 0 0 

負債合計 1,2**, *** 1,3**, *** 

所有者権益   

    払込資本金（エクイティ） 15*, *** 15*, *** 

    利益準備金 25, *** 25, *** 

    未処分利益 1,3**, *** 1,4**, *** 

所有者持分合計 1,4**, *** 1,6**, *** 

負債及び所有者持分合計 2,7**, *** 2,9**, *** 

 

企業損益表(単位: 千元) 

年度 2015 2016 

営業総収入 3,9**, *** 3,8**, *** 

内訳：主営業務収入 3,9**, *** 3,8**, *** 

      その他業務収入 0 2,4** 

営業総コスト 3,7**, *** 3,6**, *** 

内訳：主営業務コスト 3,4**, *** 3,3**, *** 

      営業税金及び付加 16, *** 15, *** 

      販売費用 68, *** 81, *** 
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      管理費用 29*, *** 26*, *** 

      財務費用 -15, *** -36, *** 

加：投資収益 3** 0 

営業利益 19*, *** 19*, *** 

加：営業外収入 31, *** 53, *** 

減：営業外支出 95, *** 82, *** 

利益総額 13*, *** 17*, *** 

減：所得税費用 28, *** 37, *** 

純利益 10*, *** 13*, *** 

 

その他財務データ（単位： 千元) 

年度 2015 2016 

主営業務の純利潤 54*, *** 50*, *** 

期間費用総計 34*, *** 30*, *** 

 

比率分析表 

財務指標 2015 2016 

返済能力 

資産負債率 0.4* 0.4* 

負債比率 0.8* 0.8* 

流動比率 1.3* 1.4* 

当座比率 0.9* 1.0* 

 

 

返済能力 資産負債率 

返済能力 負債比率 

返済能力 流動比率 

返済能力 当座比率 
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財務指標 2015 2016 

経営能力 

総資産回転率 1.4* 1. ** 

売掛金回収日数 9* 1** 

在庫回転日数 5* 5* 

買掛金回収日数 1** 1** 

販売費用比率% 1. ** 2. ** 

管理費用比率% 7. ** 6. ** 

財務費用比率% -0. ** -0. ** 

 

 

 

財務指標 2015 2016 

 

利益能力 

粗利益率(%) 1*. ** 13. ** 

純利益率(%) 2. ** 3. ** 

総資産報酬率(%) 3. ** 4. ** 

純資産収益率(%) 6. ** 8. ** 

 

経営能力 総資産回転率 

経営能力 売掛金回収日数 

経営能力 在庫回転日数 

経営能力 掛売金回転日数 

経営能力 販売費用比率％ 
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財務指標 2015 2016 

発展能力 

売上高成長率(%) 0.00 -3. ** 

利益成長率(%) 0.00 2*. ** 

資産総額成長率(%) 0.00 9. ** 

 

 

 

財務分析 

返済能力の分析及び評価 当該企業の資産負債率は比較的低くて、財務構造が比較的安定

で、長期経営リスクが比較的小さくて、流動比率が頃合で、短

期償債能力が一般である。 

経営能力の分析及び評価 当該企業の総資産回転率が頃合で、売掛金回転期が比較的長く

て、在庫回転状況が比較的良いである。 

財務指標 粗利益率（％） 

利益能力 純利益率（％） 

利益能力 総資産報酬率（％） 

利益能力 純資産収益率（％） 

発展能力 売上高成長率（％）

発展能力 利益成長率（％） 

発展能力  資産総額成長率

（％） 
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利益能力の分析及び評価 指標から見ると、当該企業 2016 年の利益能力が一般である。 

発展能力の分析及び評価 当該企業 2016 年の売上収入が昨年よりある程度減少した。 

 

財務データ出所 

公式ルート（税務ルート） 

 

業界分析 

2016 年 1～6 月、IC 599 億シート;ディスクリート半導体装置 2945 億台;電子部品 16887 億個;

携帯電話 96603 万台;カラーテレビ 7876 万台;液晶テレビ 7559 万台;スマートテレビ 4700 万台;

ミニコンピューター機器 13101 万台;パソコン 7464 万台;タブレット PC 3804 万台を生産した。1

～6 月、一定規模以上の電子情報製造業は前年同期比で 9.2%増加し、そのうち、6 月は 10.7%増

加した。1～6 月、電子製造業輸出出荷値は前年同期比で 2.4%減少し、そのうち、6 月は 2.5%増

加した。 

 

四、資本構成及び投資状況 

資本構成  単位：千元 

幣種：ドル USD 。調査先の企業形態が有限責任会社（外国法人独資）で、主要な株主の情報が

以下の通り: 

主要株主名称 出資額 株比率％ 

茂***** 21, *** 100.00 

合計 21, *** 100.00 

 

主要株主紹介 

名    称 茂***** 

企業紹介 当該企業は英属維爾京群島で登録・成立した企業である。群光****有限

公司は 1983 年に創立され、主にパソコンシステム関係業に従事し、年度
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売上金額は 5**億近く、従業員はトータルで 1****人で、中国内陸の蘇州、

捷克に工場を設立し、又、アメリカ、ドイツ、日本に子会社を設立する。 

 

関連会社及び投資状況 

投資企業の名称 説明 

群光****有限公司**事務所 分機構情報 

 

五、董事及び管理者状況 

主要担当者情報 

責任者名前 許** 

職務 代表取締役 

性別 男 

職責 全体の戦略や方策を決める 

仕事履歴 当該企業の代表取締役を現任する。 

 

その他担当者情報 

責任者名前 王** 

職務 取締役兼総経理 

性別 男 

職責 全面管理 

仕事履歴 当該企業の取締役兼総経理を現任する。 

 

管理者情報 

取締役 劉**、吕**、林** 

監事 韦** 

経理 -- 
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六、公表記録 

第三者評価 

質権抵当記録 調査によると、対象企業の動産質権抵当記録を発見しない。 

訴訟記録 
調査によると、7 項目当該企業の訴訟情報を発見して、詳細情報は下記

通り。 

 

税関情報 

税関情報 

税関番号 通関者分類 企業管理分類 登録有効期限 

3********4 自前通関 
保証金台帳がな

い A 類 
20**/**/** 

 

その他情報 

銀行記録 2016 年 12 月 31 日まで、当該企業は銀行借入金がない。 

品質クレーム 現地の質検局を調査すると、対象企業の製品の品質苦情情報を発見し

ない。 

環保記録 所在地の環境保護局を調査すると、対象企業に係わる不良記録を発見

しない。 

行政処罰 所在地の工商行政管理局を調査すると、対象企業の商工業年検記録は

正常で、不良商工業記録を発見しない。 

媒介情報 メディアの捜索によると、対象会社の経営が正常である。目標会社及

びその責任者の経済或は政府賄賂、不公平競争或は商業腐敗情報に関

する情報を一切発見しない；その他目標会社に対する重大不良情報或

は焦点事件も発見しない。 

 

説明 
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1、訴訟記録は中華人民共和国最高人民法院より情報入手。情報は：全国法院（軍事法院を含ま

ない）2007 年 1 月 1 日以降、新規及び未決の施行実施案件の情報。 

2、企業の法律、行政法規、税関規則、及び経営管理状況、税関監管、統計記録等で税関より AA、

A、B、C、D五つ管理類別を設置し、企業に対し評価、分類、その管理類別も公開されている。 

� AA 類、A 類企業適用に応じる通関便利措置 

� B 類企業適用に応じる通関便利措置 

� C 類、D 類企業適用に応じる通関便利措置 

訴訟情報： 

日付 裁判文書 案件類型 案件番号 

2017/5/25 

13***李**と群光****有限公司労働契約紛

糾一審民事判決書 民事案件 

（2016）蘇****

民初*****号 

2016/5/13 

呉*と蘇州市*******と社会保障局行政確認

一審行政判決書 行政案件 

（2016）蘇****

行初*号 

2015/12/17 

群光****有限公司と蘇州****有限公司分割

払い売買契約紛糾一審民事判決書 民事案件 

（2015）**开商

初字第***号 

2015/10/29 

群光****有限公司と****市******有限公司

管轄裁定書   

（2015）*中商轄

終字第*****号 

2014/10/20 

李**と群光****有限公司労働契約紛糾一審

民事判決書 民事案件 

（2014）**民初

字第*****号 

2014/9/9 

陳*と蔡**、中国********有限公司***公司、

群光****有限公司机機動交通事故責任紛糾

一審民事裁定書 民事案件 

（2014）**开民

初字第****号 

2014/4/9 

群光****有限公司と劉**賃借契約紛糾一審

民事裁定書 民事案件 

（2013）**开民

初字第****号 

 

七、経営状況 

主要業務及び産品 

主要業務 主にパソコンキーボード、カメラ、電源などの製品の生産・販売業務に

従事する。 

主要製品 コンピューターキーボード、個人パソコンカメラ、デジタルカメラなど 

産品ブランド -- 
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販売情報 

客先分野 家電、電子機器など 

主要客先 DELL、IBM、HP、松下など 

業務ルート 主に直販で行う 

業務規模 大型 

国内販売地域 約 85%が全国各地に分布する 

海外販売地域 約 15%が東南アジア、欧米などの地域に分布する 

国内入金条件 T/T、小切手、為替手形、主に 30～90 日で掛売で支払う 

海外入金条件 T/T、LC 

 

仕入れ情報 

仕入れ原材料 化学原材料、電子部品、機械器械設備など 

メインサプライヤー SABIC など 

国内仕入れ地域 約 90%が全国各地に分布する 

海外仕入地域 約 10%が日本、韓国、欧米などの地域に分布する 

国内支払条件 T/T、小切手、為替手形、主に 30～90 日で掛売で支払う 

海外支払条件 T/T、LC 

 

 

その他情報 

従業員情報 9, *** 

経営住所 呉江******区****23**号 

経営面積 不明 

場所位置 交通一般 

 

調査員評価 
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企業規模評価 大型 

企業規模評価 当該企業関係人員の紹介によると、企業は主にコンピューターキー

ボード、カメラ、電源などの製品の生産、販売業務に従事して、現

在の業務は主に国内市場に集中し、一部の製品が海外に輸出して、

DELL、IBM、HP、パナソニックなどの企業とパートナーシップを確立

している。 

発展傾向 下向き 

企業発展態勢陳述 紹介によると、最近の業務量は近年よりある程度減少している。 

業界発展傾向予想 一般的 

企業沿革 当該企業は 2001 年に成立され、16 年の歴史がある。 

調査企業外部環境 2016 年 1～6 月、IC 599 億シート;ディスクリート半導体装置 2945

億台;電子部品 16887 億個;携帯電話 96603 万台;カラーテレビ 7876

万台;液晶テレビ 7559 万台;スマートテレビ 4700 万台;ミニコンピュ

ーター機器 13101 万台;パソコン 7464 万台;タブレット PC 3804 万台

を生産した。1～6 月、一定規模以上の電子情報製造業は前年同期比

で 9.2%増加し、そのうち、6 月は 10.7%増加した。1～6 月、電子製

造業輸出出荷値は前年同期比で 2.4%減少し、そのうち、6 月は 2.5%

増加した。 

総合分析 調査によると、調査員は： 

被調査企業の有利因子 

� 当該企業は当該業界で比較的高い知名度を持っている； 

� 当該企業の主要経営者及び各部門管理者の管理レベルが一般的

で、企業組織構造が比較的完全である。 

被調査企業の不利因子 

� 当該企業は売掛金回収ではある程度のリスクが存在している； 

� マクロ経済環境持続の悪化によって、原材料の値段アップ、労

働力コストアップなどの問題は企業の発展にある程度の影響を

与えている。 
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上述の事情にかんがみ、対象企業に CR4 格付けを与えて、企業の信

用状況が一般的で、ある程度の信用リスクを持って、継続的に監督

しながらこの会社に正常な信用サイトを提供すべきである。 

 

八、信用格付けリスク評価 

信用格付け結果： 

主要指標 採点説明 主要指標 採点説明 

基本情報 69.00  信用スコア 60.45 

信用情報 52.80  リスクレベル CR4 

その他情報 60.00  営業停止確率 1.20% 

 

営業停止確率説明  

リスク等級の企業休業確率はリスク等級に採用されたデータサンプルを分析した結果であ

る。当該指数を使ってある企業の信用の決定を申請するとき、は当該リスク等級を顧客グループ

の詳しい状況と分析して、貴社に適用するリスク標準を確立するほうがよいと思う。 

 

信用スコア 

信用スコア（Score）は企業信用等級評価法である。スコアリング模型はまず企業の返済能

力及び返済意思指標を確認し、企業の基本な商業情報、組織管理能力、業務経営情報、資産営収

情報、公共信用情報、第三者評価などの六種類の指標から、各指標をいくつかのレベルと各レベ

ルのスコアに分け、各指標の加重平均を計算して、企業の総体スコアを得る。企業の信用限度額

申込を審査する時、いずれの機構も自分なりのやり方を持っている。スコアは彼らの決定を助け

る。クレジットスコアが限度額の決定ツールとして用いられるが、決定の唯一の依拠ではなく、

人の決定に代わることもできない。 
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添付一：信用評価説明 

信用評価 

平均リスク係数 リスクレベル 営業停止確率 

1.0  ≤  CR  <  1.5 CR1 0.02% 

1.5  ≤  CR  <  2.0 CR2 0.10% 

2.0  ≤  CR  <  2.5 CR3 0.50% 

2.5  ≤  CR  <  3.5 CR4 1.20% 

3.5  ≤  CR  <  4.0 CR5 2.50% 

4.0  ≤  CR  <  4.5 CR6 12.00% 

4.5  ≤  CR  <  5.0 CR7 40.00% 

  未確定 -- 

 

リスクレベルの定義  

国際通用の等級記号を採用して、企業等級を表す。内容と提案は以下の内容を含める： 

ランク 内容 提案 

CR1 資金実力は十分、資産品質は優良、各指標

は先進的、経営管理状況は良好、収益は明

らか、借金返済と支払い能力は強い信用リ

スク最低 

資産信用は安定好況にあって、信用リスク

は考慮に入れない。掛売り取引は推薦。こ

の会社に有利な信用サイトを提供するべ

きである。 

CR2 資金実力は強く、資産品質は良く、各指標

は先進的、経営管理状況は良好、収益は安

定、借金返済と支払い能力は強い信用リス

クは平均レベルより明らかに低い。 

資産信用は良好、信用リスクは小さくて、

この会社に特恵的な信用サイトを提供す

べきである。 

CR3 資金実力は通常レベル、各経済指標は中等

レベル、収益は不安定、借金返済と支払い

レベルは通常。外部経済の影響によって、

借金返済能力は不安定する可能性ある。信

資産信用は良好、リスクは低い。この会社

に正常な信用サイトを提供すべきである。 
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用リスクは平均レベルより低い。 

CR4 資産と財務は通常、各経済指標は中等レベ

ル、経済実力は強くない。借金返済能力は

外部経済の影響によって不安定状態。信用

リスクは平均レベル。 

ある程度の信用リスクを持って、継続的に

監督しながらこの会社に正常な信用サイ

トを提供すべきである。 

CR5 資産と財務は悪くて、各経済指標は低いレ

ベル。借金返済と支払いは弱い。信用リス

クは平均レベルより高い。 

信用リスクを持って、保証ある条件でこの

会社に小さな信用サイトを提供すべきで

ある。 

CR6 悪い経済環境にあると、借金返済能力は非

常に不安定。信用リスクは平均レベルより

高い。 

高い信用リスクを持って、保証をしてもら

えないと、この会社と信用関係を確立でき

ない。保証範囲内の信用サイトを提供すべ

きである。 

CR7 収益と借金返済能力は持っていない。信用

リスクは非常に高い。 

高い信用リスクを持って、この会社に掛売

り関係を確立できなくて、現金現物で取引

すべきである。 

N 情報不足或いは企業には独立な財務清算

能力が無い為、評価できない。 

 

 

リスク評価  

リスクレベルのリスク評価システムは多層の指標体系と効果係数の方法を取り、システム

論、オペレーションリサーチと数理統計学の基本原理を使って、定量分析と定性分析を結合して、

相互検証、総合評価を行う。主な決定要素と比例は以下のようである： 

主要要素 要素説明 割合 

信用情報 � 財務情報 50 

� 信用記録 

� 代金の回収と支払情報 

ビジネス情報 � 歴史 15 
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� 業界 

� 経済タイプ 

� 登録資本金 

経営情報 � 経営タイプ/規模 15 

� 生産販売 

組織管理レベル � 管理者 15 

� 投資者 

� 関連企業 

その他  5 

 

添付二：財務指標計算公式説明 

財務指標 計算公式 

 

返済能力 

資産負債率 資産負債率 = 負債合計/資産合計 

負債比率 負債比率 = 負債合計/所有者持分合計 

流動比率 流動比率 = 流動資産合計/流動負債合計 

当座比率 当座比率 =（流動資産合計-在庫）/流動負債合計 

 

経営能力 

総資産回転率 総資産回転回数 = 主営業務収入/資産合計 

売掛金回収日数 売掛金回転日数 = 売掛金*360/主営業務収入 

在庫回転日数 在庫回転日数 ＝ 在庫*360/主営業業務コスト 

買掛金回収日数 買掛金回転日数 ＝ 買掛金*360/主営業業務コスト 

販売費用比率% 販売費用比率（％）＝ 販売額/主営業業務収入 

管理費用比率% 管理費用比率（％）＝ 管理費用/主営業業務収入 

財務費用比率% 財務費用比率（％）＝ 財務費用/主営業業務収入 

 

利益能力 

粗利益率(%) 粗利益率（%）=（主営業務収入-主営業務コスト-営業税

金及び付加）/主営業務収入*100 

純利益率(%) 純利益率(%) = 純利益/主营业務收入*100 
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資産収益率(%) 資産収益率(%) = 純利益/資産合計*100 

純資産収益率(%) 純資産収益率(%) = 純利益/所有者権益合計*100 

発展能力 

売上高成長率(%) 
売上高成長率(%) ＝（当期主営業業務収入－前期主営業

業務収入）/前期主営業業務収入*100 

利益成長率(%) 
利益成長率(%) ＝（当期純利益－前期純利益）/前期純利

益*100 

資産総額成長率(%) 
資産総額成長率(%) ＝（期末資産合計－期首資産合計）/

期首資産合計*100 

備考：上記計算公式に採用した数字は、本調査の「財務状況」に載せた数値を用いて算出する。 

 

----------本報告完了---------- 


